
公益財団法人テクノエイド協会
企画部 五島清国

The Association for Technical Aids(ATA)
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主な内容

テクノエイド協会の概要

少子高齢化の現状、今後の展開

介護テクノロジー等に関する施策の動向

ニーズを踏まえた介護テクノロジーの開発と安全な利用

The Association for Technical Aids(ATA) 2



公益財団法人テクノエイド協会

福祉用具の開発及び普及の推進に寄与することを目的とした法人

 １９８７年 ３月 財団法人として厚生省より設立認可

 １９８８年 ４月 義肢装具士法による指定試験機関

 １９９３年１０月 福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律の施行

 ２０１１年 ７月 公益財団法人として内閣府より認定

（主な業務内容）

１．福祉用具・介護テクノロジーの開発・普及に関する事業

２．福祉用具に関する調査・研究及び情報の収集・提供に関する事業

３．福祉用具の臨床評価に関する事業

４．認定補聴器技能者や福祉用具プランナー等、人材養成に関する事業

５．義肢装具士の国家試験の実施

６．その他
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⼈⼝（万⼈） （％）

14歳以下人口

15～64歳人口

65～74歳人口

75歳以上人口

65～74歳人口の割合

75歳以上人口の割合

13.3%
(2016)

11,913

1,428

2,288

6,875

1,321

19.2%

8,808

1,133

2,248

4,529

898

12.9%

25.5%

資料︓2016年までは総務省統計局「国勢調査」および「⼈⼝推計」、2020年以降は国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年4⽉推計）中位推計」

推計値
（⽇本の将来⼈⼝推計）

実績値
（国勢調査等）

13.9%
(2016)

12.0%

7,656

1,768

1,691

12,693

○ 今後、日本の総人口が減少に転じていくなか、高齢者（特に75歳以上の高齢者）の占める割合は増加していく。

1,578

少子高齢化の進展、求められる対応策

介護離職ゼロを目指す

一億総活躍社会の実現

働き方改革、人づくり革命

LIFE、科学的なデータに裏付けされた介護の実施
ADLの維持、QOLの向上、自立支援、重度化防止

テクノロジーを活用した介護現場の生産性向上、介護の質及び安全性の確保

Point

Point
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2025年 団塊の世代が75歳を迎える 85歳以上の人口が一貫して増加

◆第116回社会保障審議会介護保険部会の資料より（2024年12月23日） https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001364995.pdf
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◆第116回社会保障審議会介護保険部会の資料より（2024年12月23日） https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001364995.pdf
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出典︓厚⽣労働省「介護保険事業状況報告」（令和３年４⽉分）

介護予防・居宅介護サービス受給者数（要支援１～要介護５）

○ 介護予防・居宅介護サービス別の受給者数をみると、福祉用具貸与は居宅介護支援に次いで多く、
約239万人となっている。

単位︓⼈
Point
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11兆2,146億

3,807億

福祉用具貸与サービス
全体の3.4%

Point

Point

9



◆第116回社会保障審議会介護保険部会の資料より（2024年12月23日） https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001364995.pdf
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高齢者や障害者をとりまく現状、必要とされる施策について

高齢者

 要介護者の増加

 認知症高齢者の増加

 高齢者世帯や高齢者の独居が増加

 ＡＤＬ（日常生活動作）やＱＯＬ（生活の質）の維持・向上 など

障害者

 高齢化

 ニーズの多様化・複雑化、高齢化（知的や精神障害の増加）

 活動や参加に対する理解、支援策の拡充

 自立支援機器等、利用可能なインフラの整備 など

Point
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介護者

 人材不足（海外からの受け入れ）

 肉体的、精神的な負担の軽減

 楽しく・働きやすい、職場・労働環境の構築

 福祉用具・介護テクノロジーの活用を促す教育 など

政府・関係機関

 他の分野で利用されている「技術」や「ノウハウ」の活用

 RRI（ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会）の発足（2015年）

 デジタル庁の設置（2021年）

→ ロボットやセンサー、ICTなど活用、医療と介護、リハビリのデータ連携

→ データの集約、共有、安全管理（機密情報の保護、プライバシーの確保、利用料の負担）

→ 新たな基準、規制の緩和(緩和と強化)

→ 製品のＩｏＴ化、ＡＩの活用

→ テクノロジー活用人材の養成（デジタル中核人材の養成など）

The Association for Technical Aids(ATA)

デジタル化の推進
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介護分野におけるテクノロジーの活⽤例

インカムを活⽤した
コミュニケーションの効率化

センサーを活⽤した排泄予測
による省⼒化・ケアの質向上

スマートフォンを活⽤した
記録・⼊⼒の省⼒化

センサーを活⽤した⾒守り
による省⼒化・ケアの質向上

移乗⽀援機器を活⽤した
従事者の負担軽減

情報の収集・蓄積・活⽤の
円滑化によるケアの質向上

◆介護ロボット全国フォーラム（2025.1.31）、厚生労働省行政説明 https://www.techno-aids.or.jp/robot/jigyo.shtml#tab40_detial 14



◆デジタル行財政改革会議（第３回）令和５年１２月２０日 資料抜粋 ttps://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_gyozaikaikaku/kaigi3/gijishidai3.html
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介護現場の生産性向上と介護テクノロジーの活用

福祉⽤具・介護テクノロジー、ICT等

介護サービスの質の向上 ⼈材の定着・確保

働く⼈のモチベーションの向上
楽しい職場・働きやすい職場づくり

チームケア
の質向上

そ情報共有
の効率化⼈材育成

上位⽬的
理念・ビジョン

経営⽬標達成
経営課題改善

業務改善を
実現する

インフラ・ツール

業務改善に
取り組む意義

介護の価値を
⾼める

介護現場における生産性向上とは、介護ロボット等のテクノロジーを活用し、業務の改善や効率化等を進める
ことにより、職員の業務負担の軽減を図るとともに、業務の改善や効率化により生み出した時間を直接的な介
護ケアの業務に充て、利用者と職員が接する時間を増やすなど、介護サービスの質の向上にも繋げていくこと

テクノロジー活用
個別ケアの実現
業務の分担

The Association for Technical Aids(ATA)
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介護⽣産性向上推進総合事業（具体的な事業イメージ）

介護⽣産性向上
総合相談センター

介護現場
⾰新会議

第三者による⽣産性向上の取組の⽀援

ICT導⼊⽀援事業

介護ロボット導⼊⽀援事業

地域のモデル施設育成

介護業界のイメージ改善

⼀体的に実施
介護助⼿活⽤⽀援等

（独）福祉医療機構

（独）中⼩企業基盤整備機構

よろず⽀援拠点

ハローワーク

介護労働安定センター

福祉⼈材センター

シルバー⼈材センター

経営⽀援

事業者の採⽤活動等の⼈材確保の⽀援

厚⽣労働省
（中央管理事業）

研修 有識者派遣 相談

他の機関
との連携 試⽤貸出 機器展⽰

本事業の範囲

情報提供・⽀援
研修・調査研究情報収集・整理

開催⽀援

⽅針提⽰

介護事業者

⽣産性向上に
関する相談⽀援提⽰

情報提供

介護事業者団体
職能団体、先進的事業所
県社会福祉協議会、
学識経験者 等

つなぎ
連携

※その他、地域の実情に応じた各種⽀援

Point
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3つの事業
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重点分野⾒直しの基本⽅針について

 外部環境の変化と調査結果等を踏まえた基本⽅針を踏まえ、議論を⾏った
 「ICT化等の技術動向」「⾼齢者本⼈の⾃⽴⽀援・社会参加の実現」「在宅での利活⽤」の観

点を重視

重点分野⾒直しの基本⽅針本事業の調査結果等外部環境の変化

ICT や IoT 技術、AI予測エンジン、
データ利活⽤サービスといった、デジタル
技術の進展動向を踏まえる

ICT化等の
技術動向

現⾏の重点分野はICTとメカが両⽅
含まれているが、開発・導⼊が最も
進んでいるのは⾒守り等ICTである

介護業界内外において、ICTやIoT、
AI技術の⾰新によるデジタルトラン
スフォーメーションの⼤きなうねりが
おきている

介護者の負担軽減はもとより、⾃⽴⽀
援・社会参加等による⾼齢者本⼈の
⽣活の質の維持・向上を実現すること
を⽬指す

⾼齢者本⼈の
⾃⽴⽀援・社会参加

の実現

介護職員の負担軽減にとどまらず、
⾼齢者の⾃⽴⽀援や社会参加に資
するような機器が求められている

科学的介護による⾼齢者の⾃⽴⽀
援・重度化防⽌を⽬指すことが期待
されている

（⼊居系の）施設のみならず、
通所・在宅での利活⽤を改めて意識
する

在宅での利活⽤
在宅介護には、施設介護にとは異な
るニーズや課題があり、在宅介護なら
ではの視点を踏まえた開発が必要と
なる

2025年の地域包括ケアシステムの
実現に向け、施設介護から在宅介
護への流れが着実に進んでいる

技術オリエンテッドではなく、⾼齢者等に
とっても、介護者にとっても、 実際の介
護の場⾯で利⽤したいと感じられる、現
場のニーズを真に汲み取ったロボット
介護機器の開発等を推進する

現場ニーズの
汲み取り

現⾏の重点分野は技術・製品寄りの
整理であり、今後は介護現場の課
題やニーズを改めて意識する必要が
ある

⾒守り機器や介護業務⽀援機器
等、開発・導⼊が着実に進んでいる
分野もあれば、開発が進んでいな
い、もしくは導⼊が進んでいない分
野も散⾒される

介護業務の⽣産性と効率性の向上を
図る観点はもとより、魅⼒ある職場づく
りを進める観点も踏まえる

魅⼒ある職場づくりへ
の寄与

勤怠管理といった煩雑な業務の削減
に資する機器など、職場の定着に資
する要素を⼊れ込むべき

2040年度には約69万⼈の介護職
員が必要になる等、介護現場の⼈
材不⾜が深刻化している

今
回
भ
改
訂
द
重
要
視

前
回
⾒
直
ख
時(

平
成
29
年)

भ

基
本
⽅
針
॑
踏
襲

■介護ロボットメーカー連絡会議 資料抜粋（厚生労働省） https://www.techno-aids.or.jp/robot/jigyo.shtml#tab24_detial
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介護テクノロジー利⽤の重点分野（2025年度より運⽤開始）

⺠間企業・研究機関等
⽇本の⾼度な⽔準の⼯学技術を活⽤し、⾼齢者や介護
現場の具体的なニーズを踏まえた機器の開発⽀援

介護現場
開発の早い段階から、現場のニーズの伝達や試作機器に
ついて介護現場での実証(モニター調査・評価)

機器の開発 介護現場での実証等

【経産省中⼼】 開発現場と介護現場との意⾒交換の場の提供等

装着
介助者のパワーアシス
トを⾏う装着型の機器

⾮装着
介助者による移乗動作
のアシストを⾏う⾮装着
型の機器

⼊浴⽀援

移乗⽀援

⼊浴におけるケアや
動作を⽀援する機器

移動⽀援
屋外
⾼齢者等の外出をサポート
し、荷物等を安全に運搬で
きるロボット技術を⽤いた歩
⾏⽀援機器

装着
⾼齢者等の外出等をサポート
し、転倒予防や歩⾏等を補
助するロボット技術を⽤いた
装着型の移動⽀援機器

排泄⽀援
排泄予測・検知
排泄を予測⼜は検知し、排
泄タイミングの把握やトイレへ
の誘導を⽀援する機器

排泄物処理
排泄物の処理にロボット技術
を⽤いた設置位置の調整可
能なトイレ

⾒守り・コミュニケーション
⾒守り（施設）
介護施設において使⽤する、
各種センサー等や外部通信
機能を備えた機器システム、プ
ラットフォーム

⾒守り（在宅）
在宅において使⽤する、各種
センサー等や外部通信機能を
備えた機器システム、プラット
フォーム

コミュニケーション
⾼齢者等のコミュニケーション
を⽀援する機器

動作⽀援
ロボット技術を⽤いてトイレ内
での下⾐の着脱等の排泄の
⼀連の動作を⽀援する機器

介護業務⽀援

機能訓練⽀援

認知症⽣活⽀援・認知症ケア⽀援

⾷事・栄養管理⽀援

介護業務に伴う情報を
収集・蓄積し、それを基
に、⾼齢者等への介護
サービス提供に関わる
業務に活⽤することを可
能とする機器・システム

介護職等が⾏う⾝体
機能や⽣活機能の訓
練における各業務（ア
セスメント・計画作成・
訓練実施）を⽀援す
る機器・システム

認知機能が低下し
た⾼齢者等の⾃⽴
した⽇常⽣活また
は個別ケアを⽀援
する機器・システム

⾼ 齢 者 等 の ⾷
事・栄養管理に
関する周辺業務
を⽀援する機器・
システム

屋内
⾼齢者等の屋内移動や⽴ち
座りをサポートし、特にトイレへ
の往復やトイレ内での姿勢保
持を⽀援するロボット技術を
⽤いた歩⾏⽀援機器

新規

新規

新規
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機能訓練支援
介護職等が行う身体機能や生活機能の訓練における各業務（アセスメント・
計画作成・訓練実施）を支援する機器・システム
（定義）
 高齢者等の生活機能の維持・向上を行い、要介護度の維持・改善のために、介護職等が行う身体機能や生活機能の訓練に

おける業務を支援する機器・システムとする。

 訓練におけるアセスメント・計画作成・訓練実施の一連の業務の一部、もしくは全体を支援することにより介護サービスの質の
向上とともに、職員の負担軽減等が図られる機器・システムとする 。

 収集された情報は、介護記録システムやケアプラン作成支援ソフト、科学的介護情報システム（LIFE）等と連携可能（介護記録
システムから科学的介護情報システム（LIFE）と連携することも含む）であれば、加点評価する 。

 収集された情報が、介護職や家族に共有され、訓練の実施状況や効果がフィードバックされるものであれば、加点評価する 。

 収集された情報が、医療職（リハビリテーション専門職や医師等）に共有され、効果的な訓練の実施が期待されるものであれば
、加点評価する。

厚生労働省ホームページ：「介護テクノロジー利用の重点分野」の定義から引用

新規追加
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食事・栄養管理支援

高齢者等の食事・栄養管理に関する周辺業務を支援する機器・システム

（定義）

 誤嚥を検知する機器・システムまたは栄養管理を支援する機器・システムとする。それらは以下の機能を持ち、介護サービス
の質の向上とともに、職員の負担軽減等が図られるものとする。

✓ 誤嚥を検知する機器・システムは、高齢者等の誤嚥発生や誤嚥リスクを検知し、通知により介護従事者等の支援を行い、
かつ、情報・データの蓄積ができるものとする。

✓ 栄養管理を支援する機器・システムは、高齢者等の食事摂取内容等を把握し、情報・データの蓄積ができるものであり、
かつ高齢者等の特有の課題（低栄養等）を把握するものとする。

 収集された情報は、介護記録システムやケアプラン作成支援ソフト、科学的介護情報システム（LIFE）等と連携可能（介護記
録システムから科学的介護情報システム（LIFE）と連携することも含む）であれば、加点評価する。

 収集された情報が、管理栄養士や介護職員等の多職種に共有され、栄養改善に資する食事の提供や栄養管理業務の効率
化が期待されるものであれば、加点評価する。

厚生労働省ホームページ：「介護テクノロジー利用の重点分野」の定義から引用

新規追加
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認知機能が低下した高齢者等の自立した日常生活または個別ケアを支援
する機器・システム

認知症生活支援・認知症ケア支援

（定義）

 認知機能が低下した高齢者等の自立した日常生活または個別ケアを支援する機器・システムとする。それらは以下の機能を持つ
ものとする。

✓ 高齢者等の認知機能の低下による日常生活のしづらさを解消し、高齢者等が操作しやすい工夫や介助者に情報共有される
機能を持ち、日常生活の自立性の向上を支援するもの。なお、認知機能が低下した高齢者等の支援に特化したものとする。

✓ 認知機能が低下した高齢者等の認知機能、生活環境、表情等の情報を収集・蓄積し、それを基に、高齢者等の個々の特性
に合わせた介護サービス提供を支援する機能を持ち、介護サービスの質の向上とともに、職員の負担軽減等が図られるこ
とを支援するものとする。

 収集された情報は、介護記録システムやケアプラン作成支援ソフト、科学的介護情報システム（LIFE）等（介護記録システムから科
学的介護情報システム（LIFE）と連携することも含む）と連携することが可能であれば、加点評価する。

 収集された情報が、介護支援専門員や地域包括支援センターも含む多職種に共有され、個々の特性に合わせた介護サービス提
供を支援することが可能であれば、加点評価する。

新規追加

厚生労働省ホームページ：「介護テクノロジー利用の重点分野」の定義から引用
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見守り支援、利用者データの共有化
～ データの蓄積・記録、共有、活用 ～

●徘徊感知（マットや赤外線）

〇シルエット画像等で状態確認

〇はみ出し・起き上がり・離床等を検知

〇検知前後の動画記録

〇暗い場所でも利用可

〇非接触

〇センサの移動が簡単

クラウド、ＡＩ製品のIoT化

☆心拍や呼吸 ☆眠りの深さ ☆レポート作成

☆介護記録やナースコール等とのデータ連携

在宅介護のDX化（行政と民間事業者が連携）

◎危険・予後予測、新型コロナウイルス対応

◎生活リズムの見える化、ゆるい見守り

◎情報の共有化（家族やサービス提供者） 他

①

②

③

The Association for Technical Aids(ATA) 25



ヘルスケアデータの収集、活用、運動プログラムの生成

バイタルウォッチ

プラットフォームにて一元管理

◎バイタルデータの収集 ◎記録、Bluetoothによる送信 ◎クラウドによるデータ管理

◎プラットフォーム化 ◎安心・安全 ヘルスケアゲートウェイ

運動プログラムの自動作成

◎体力測定結果により運動プログラムを自動作成

◎科学的介護情報システム（LIFE）にデータ連携

スマートフォン
計画作成

The Association for Technical Aids(ATA) 26



在宅高齢者における見守り支援
～ 家族とのつながり・自立支援、生活機能の維持・向上 ～

テレビを活用

自立支援に資する在宅介護のDX

◎家族や地域とのつながり ◎安心・安全、自立支援、重度化の予防

◎緊急時や非常時の対策 ◎仕事の継続 など

腕時計を活用

体温、位置情報、通話家族・地域等の繋がり・プラットフォーム

The Association for Technical Aids(ATA) 27



主な内容

テクノエイド協会の概要

少子高齢化の現状、今後の展開

介護テクノロジー等に関する施策の動向

ニーズを踏まえた介護テクノロジーの開発と安全な利用

The Association for Technical Aids(ATA) 28



介護テクノロジー利用にあたっての基本的考え方

活用できそうな機器・システム（技術シーズ）

お困りごと（課題の解決）

望んでいる暮らし（利用者ニーズ）

機器・技術

意思・希望（願い）

本人
の

機能

機器
の

役割

開発者の
視点

高齢者の
視点

福祉用具等は、利用が目的ではなく、課題を解決する一つの手段

・自己決定
・身体・生活機能の維持・向上
・安心・安全、重度化の防止 等 考慮し、開発と利用を検討

一方で、業務の効率化や利用者の安心・安全から、意識化・目的化
することも求められる(使用にあたってのルール決めが必要)

The Association for Technical Aids(ATA) 29



高齢者から見た介護テクノロジ等活用のタイミング

生
活
機
能

身近な行為
（活動）

応用的な行為
（参加）

できないできる 介護テクノロジー等
活用

身体機能

介護者
手助けにより

寝返り・座位保持・立位 ・・・

整容・調理・洗濯・掃除 ・・・

買い物・運動・趣味 ・・

旅行 ・・・

歩行・立ち座り・排泄・入浴 ・・・

散歩・通院 ・・・

仕事 ・・・

The Association for Technical Aids(ATA)

少しずつ低下する生活・身体の機能

Point
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高齢者を中心に見た介護テクノロジー等活用の要因

福祉用具・介護テクロジー福祉用具・介護テクロジー

The Association for Technical Aids(ATA) 31



１．利用目的の明確化（人・場面・目的） 2．状態（ADL）の変化に対応

福祉用具・介護テクノロジー福祉用具・介護テクノロジー

高齢者から見た福祉用具・介護テクノロジー
（ICF:国際生活機能分類）

本人の置かれている状態
肉体的・精神的
想い、願い、課題

The Association for Technical Aids(ATA)

Point
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利用者と開発者の観点の相違

〔利用者〕 ※利用者の状態は千差万別

（パラダイムシフト）

新たな技術や機能を活用

・応用する視点

 課題や改善策の有・無

 活用可能な場面、適用範囲の明確化

 開発者に対する要求整理

開発の初期段階から、本格的な開発・利用に向けて
方向性を確認し、連携体制の構築する

〔開発者〕

（現場との連携）

利用者ニーズの深堀

出口戦略

 応用（適用）可能な技術の特定

 ターゲットユーザの明確化

 運用方法とその効果の説明

 利用者に対する要求整理

行動観察とインタビュー（単独・グループ）の繰り返し
モニター評価

The Association for Technical Aids(ATA) 33



製品開発の着想から開発、実証、利用の流れ

０．着想段階

調査 分析

１．計画段階

計画

設計

試作改良

実証

新規参入の検討
ニーズ把握
制度、市場規模

利
用

３．評価段階

４．普及段階

２．開発段階

ニーズの把握、絞込
活用可能に技術の特定

開発資金
介護現場等との連携

施設等とのマッチング
実証計画の検討
倫理審査

被験者の選定、同意

工学評価（製品安全）
臨床評価（利用安全･使い勝手）

情報
試用
費用対効果

改良資金
検証後の改良

適用、運用、コスト 利用者への効果
組織体制への効果

The Association for Technical Aids(ATA) 34



経営的なアクション

導入検討 導入 定着 活用

• 課題の洗い出しと
目指すべき姿の整理

• 導入方針の決定
• 選定基準の検討と機器・

ツールのリストアップ
• 機器の評価・決定

• 詳細仕様の検討
• 見積り・契約
• 納品・設置・設定

• メーカーによる説明会
• OJT・研修等による

機器の使用方法の
周知・習得

• 業務運用・体制・ルールの
変更

• 運用の改善

経営方針と介護ロボット
導入目的の浸透

推進体制の整備と職員への役割の明確化

プロジェクト推進は経営者・
管理者がトップダウン、課題

整理はボトムアップ

ICT担当職員を中心に、機
器の仕様検討、

導入時の設定・調整

リーダー層の職員を
中心に、現場職員への

周知・指導

介護ロボットによる収集
データを多職種で

検討・分析してケア改善

１

2

オペレーション/サービスの改善

機器の活用を前提とした
オペレーションの設計

オペレーションの
改善検討

改善内容の評価
PDCAサイクルの管理

経営方針と導入目的
の明確化・共有

効果的に利用するためのアクションプラン

The Association for Technical Aids(ATA)



見守り支援機器の導入、利活用のイメージ
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福祉用具・介護テクノロジー実用化支援事業

(一部紹介)

The Association for Technical Aids(ATA) 37



https://www.techno-aids.or.jp/
The Association for Technical Aids(ATA) 38



https://www.techno-aids.or.jp/robot/jigyo.shtml
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介護テクノロジー試用貸出リストの作成
（生産性向上総合相談センター等において活用）

メーカー名
製品名
TAISコード
製品概要
カタログ
取扱説明書
使用方法
問合せ先

詳細情報はTAIS
とリンク

試用貸出が可能な介護テクノロジーの製品概要を掲載している

The Association for Technical Aids(ATA) 40



福祉用具・介護テクロジー試用貸出事業（直接、開発企業へ問い合わせ）

福祉用具を含め、試用貸出が可能な製品を紹介している

TAISの製品

情報と相互
連携

The Association for Technical Aids(ATA) 41



福祉用具・介護テクノロジー開発・実証フィールドの整備

介護ロボット等の開発・実証フィールドを募集し、介護ロボット等の開発及び、効果の検証等
をより一層推進することを目的とする。

目的

事業所毎に登録

最新情報・協力依頼

リスト・情報共有

介護施設等 テクノエイド協会 厚生労働省等

件数区分

1,263 件１．介護施設等

51 件２．都道府県・市町村

１,３14 件合 計

【リストの活用】
〇介護テクノロジーの最新情報を提供
〇登録情報は厚生労働省等と共有
〇利用効果の検証
〇活用ミーティングへの参加 等

令和７年７月現在

アドバイスやモニター調査、実証等に協力する意向のある施設等を登録している

The Association for Technical Aids(ATA) 42
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介護施設・事業所と開発企業のマッチングを図る

【開発企業】

テクノエイド協会

【介護施設等】

介護現場のニーズに適した実用性の高い介護ロボットの開発が促進されるよう、開発の早
い段階から現場のニーズの伝達や試作機器について介護現場でのモニター調査等を行い、
介護ロボットの実用化を促す環境を整備する。

マッチング支援マッチング支援〇自分たちが持っている
技術が介護現場で役立
てらえるかな？

〇実際の現場でモニター
調査をおこなってみたい
な。

〇機器開発に参加して、
貢献してみたいな。

〇これから導入を考えて
いるけど、新しい技術や
機器を体験してみたいな。

利用者のニーズを踏まえた製品の開発・改良に繋げる

The Association for Technical Aids(ATA) 44



Ａ．介護現場と開発企業の
意見交換実施事業

Ｂ．試作介護機器への
アドバイス支援事業

Ｃ．介護ロボット等
モニター調査事業

着想
段階

開発
段階

上市
段階

・開発機器のコンセプトの構
築を図りたい

・構想あるいは試作機器に
ついて、現場のアドバイスを
もらいたい

・改良点や効果的な活用方
法を検討したい

・機器の対象者や適用範囲
等を明確にしたい

・介護現場における使い勝
手のチェックをしたい

・介護ロボット等の活用に係
る具体的な課題やニーズの
特定を行いたい

実施期間：
１～２日間程度

実施期間：
１週間～１ヶ月程度

実施期間：
１ヶ月～６ヶ月程度

職員 DEMO 職員 職員DEMO 高齢者

The Association for Technical Aids(ATA)

開発段階に応じた３つの事業を実施
新規参入の促進、試作機等に対するアドバイス、介護施設等でのモニターの実施
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各事業へ参加することのメリット

【開発企業側】 【介護施設側】

・最新の福祉用具・介護テクノロジーに触
れることができる。

・現場の声を企業に伝えることができる。

・福祉用具・介護テクノロジーへの職員の
関心を高めることができる。

・国の事業に参加することで、職業意識
（モチベーション）や施設の魅力を高める
ことができる。

・実証協力費を得ることができる。

・企業が持っているシーズを活かすための
方法を確認することができる。

・現場の生の声を聞くことができる。

・開発中の試作機器を試し使いしてもらう
ことができる。

・成果報告の冊子に掲載されるので、幅広
くPRすることができる。

・施設と繋がりを持つことができ、モニ
ターや実証の場が広がる。
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専門職が評価している場面
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モニター調査等の成果報告

介護ロボット全国フォーラム 本書は、開発のコンセプト段階
から実用化手前の機器において、
専門職からのアドバイスやモニ
ター手法および、その結果（概
要）を記載しており、
今後、本分野に参入する企業等
の一助となるよう情報を収録し
ている。

開発と普及（電子書籍）開発状況についての最新情報を提供している
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介護テクノロジー等活用ミーティングの開催

介護テクノロジー等の導入・利活用にあたっての工夫や課題を共有化し、介護現場における
介護ロボット等の効果的な活用を促し、働きやすい職場環境の構築を目的とする。

目的

セッション１

〇介護テクノロジー等に関する最新情報

厚生労働省

〇介護ロボットの開発・実証・普及の
プラットフォーム 生産性向上の取り組み

NTTデータ経営研究所

〇利活用に伴う工夫や課題、アイデア等

介護施設・企業等

個人ワーク

〇現状と課題、発言内容の整理

セッション２

〇フリーに意見交換や情報交換を実施

１２日11日7日6日５日

131名144名225名204名284名

【参加者数】

昨年実績

介護施設・事業所の方々による介護テクノロジーの効果、課題、対策など
自由な意見・情報交換、共有する場として開催
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介護ロボット全国フォーラムの開催
昨年実績

開発メーカー、介護施設等、研究機関、産業振興機関等による介護テクノロジーの
開発・普及にかかる成果報告の場

政策

成果

事例

最新
機器

The Association for Technical Aids(ATA) 50



福祉用具・介護テクノロジーの利用安全に関する取り組み
関係省庁や都道府県、関係事業者団体等を連携して情報収集・提供している

The Association for Technical Aids(ATA) 51



福祉用具の利用安全に関する取り組み

利用する人
（必要とする人）

テクノエイド協会情報源

福祉用具の安全利用に関する検討委員会
関係機関等の連携、情報の収集、情報の共有、安全利用のネットワーク構築

製品起因でない事故及びヒヤリハット情報
原因不明（調査中のものを含む） ※

① 情報のリスト化

② 内容の確認（協会）
・重大事故の原因考察、分析
・類似案件等の有無確認
・関係者に対する内容確認

③ 要因分析、事例の作成（部会）

 消費者庁が公表している消費生活用製品
の重大製品事故をもとに、厚生労働省が
作成している「福祉用具に係わる重大製
品事故」情報（随時更新）

 NITEが公表している「事故情報収集結果
及び最新事故情報のうち介護機器」に該
当するもの（随時更新）

 保険者からの情報提供（任意）

 在宅及び施設、介護サービス事業者等
からの情報提供（任意）

 福祉用具関係機関・団体等

高齢者・家族 等

開発・供給事業者

介護サービス事業所

障害サービス事業所

関係団体・公共機関

事例検討部会

重大事故等を未然に防止する
ための事例を作成し、注意喚
起

重大事故やヒヤリハットを未然に防ぐ取り組み
・最新の事故情報や事故・ヒヤリハット情報の提供、研修教材の提供、良質な製品の開発・改良に繋げる など

※あきらかに製品の整備不良や経年変化等によるものの場合
は含めることとする

「試作介護機器へのアドバイ
ス支援」において、本情報等
を参考に、安全利用に資す
る機能等の検討・アドバイス
を行い、安全機能を有する
機器開発の促進を図る

ひと

管理

もの

環境

想定される要因の分析
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福祉用具ヒヤリハット事例集（ダウンロード可）
（令和５年度に作成した事例の一部、近年の傾向）
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重大事故に繋がる恐れのある事例（１）

軽症 骨折 死亡
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重大事故に繋がる恐れのある事例（２）

死亡 死亡
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福祉用具等の利用にかかわるヒヤリハット情報の提供
福祉用具等の利用にかかわる事故及びヒヤリハット情報について、協会ホームページを通じて、広く情報発信している。
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主な原因
体験
対策の検討、議論

受講者 解説

利用安全に関する知識の習得
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９分野 １６項目

導入支援の対象となりうる製品情報の提供
都道府県や介護施設・事業所、開発メーカーや代理店等へ情報提供している

The Association for Technical Aids(ATA)

検討委員会の開催予定

６月、９月、１２月、３月
に開催予定
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用具の詳細情報
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ご清聴、ありがとうございました

公益財団法人テクノエイド協会 企画部 五島清国

〒162-0823 東京都新宿区神楽河岸１－１
セントラルプラザ４階

電話 ０３－３２６６－６８８３
電子メールアドレス goshima@techno-aids.or.jp
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